
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：26-19） 

 

１ 太平洋諸国の首脳らは 9 月下旬の国連総会での演説において、インドネシアに対

し、西パプアへの国連人権高等弁務官の訪問を許可するように強く求めた。9月初め、

メラネシア・スピアヘッド・グループ（MSG）加盟国は、インドネシアが弁務官の訪問

を円滑に進めなければ、MSGにおける準加盟国としての地位を見直すと表明していた。

マーシャル諸島のハイネ大統領も、この動きに対する賛同意見を述べた。 

原文 

（28th September 2026, RNZ） 

 

２ 9月 25日、太平洋諸島フォーラム（PIF）と国連のグテーレス事務総長との年次リ

ーダー会談が行われた。気候変動や災害への備えを目的とした太平洋強靭化ファシリ

ティ（PRF）への支援を要請したほか、海面上昇によって太平洋諸国の法的地位や海洋

権益が脅かされるべきではないとの立場を表明した。また、気候変動の影響を受けや

すい国々が、基本的な保護を受けるために、さらなる債務を抱えるべきではないと強

調した。 

原文 

（28th September 2026, PMN） 

 

３ 9 月 22 日から 24 日の 3 日間、フィジーで南太平洋国防相会議（SPDMM）が開催さ

れ、越境組織犯罪や気候変動への連携強化に加え、地域対応メカニズムである太平洋

対応グループの強化が確認された。主な成果として、同グループの任務範囲を今後拡

大していく検討が進み、将来の地域展開に向けた法的枠組みとして地位協定の正式交

渉開始が合意された。 

原文 

（30th September 2026, Islands Business） 

 

４ 9 月 29 日、フィジー警察は、スバの高等裁判所の証拠保管庫に保管されていたコ

カイン計約 40㎏が、小麦粉にすり替えられていたことを認めた。39個のコカイン塊は

2019 年に押収されたものであり、現地報道によれば末端価格約 1400 万ドル相当で、9

月初めにそのうち 7個の塊が紛失したため捜査を開始したところだった。捜査により 6

人の容疑者が特定されたが、うち 1 名は海外におり、今後事情聴取を行う予定である。 

原文 

（30th September 2026, RNZ） 

https://www.rnz.co.nz/news/pacific/1630219/pacific-leaders-urge-jakarta-to-allow-un-visit-to-west-papua
https://pmn.co.nz/read/environment/pacific-islands-forum-presses-un-chief-on-climate-finance-and-rising-seas-concerns
https://islandsbusiness.com/news-break/blue-pacific-defence-leaders-move-from-pledge-to-action/
https://www.rnz.co.nz/news/pacific/1655244/a-sad-indictment-flour-replaces-nearly-40kg-of-cocaine-exhibit-in-fiji-court


原文 

（30th September 2026, RNZ） 

 

５ 9 月 30 日、マレーシアのローク運輸相は、港湾管轄区域外における影の船団によ

る洋上積替えについては、同国の管轄海域外であることから取締りをする責任は自国

にないとの主張を示した。マラッカ・シンガポール海峡では、今年に入ってロシア船

籍タンカーの通航が急増しており、同氏は、違法な洋上積替えを取り締まるために近

隣諸国間の連携を呼び掛けた。 

原文 

（30th September 2026, Lloyds List） 

 

６ 米領サモアの環境保護団体は、米国政府による同地域近海での深海採掘計画を巡

り、訴訟を起こしている。広報担当者によれば、同計画が絶滅危惧種等の海洋生物に

影響を与える可能性は低いとする米国海洋漁業局のリスク評価を不十分として、同局

の決定を覆すことを目指す。11月 19日に予定されている鉱区リースの入札を前に、プ

ーラ知事は対話の継続を呼びかけ、地域の同意なしに活動を進めないよう要請した。 

原文 

（1st October 2026, RNZ） 

 

７ マーシャル諸島高等裁判所は、2019 年に発生した同国北部タカ環礁での座礁事故

を巡り、2025 年 11 月に 2900 万ドルの損害賠償を命じた。座礁した船舶は中国企業の

所有であり、中国国有の中国人民保険集団により保険が掛けられているが、10 か月が

経過してもなお支払いが行われておらず、回答もない状況である。これを受け、環境

保護庁は、7 月 31 日以降に同社の保険を適用する船舶のマーシャル諸島海域への入域

を禁止する通知を発出した。 

原文 

（2nd October 2026, The Marshall Islands Journal） 

 

８ ケプラー社の船舶航行データによると、イランを除く中東諸国からの原油輸出量

は、ホルムズ海峡を通航する船舶への攻撃が継続する中でも、9月下旬にはイラン戦争

前の水準まで回復した。これは、迂回ルートや洋上積替えにより実現されたものであ

り、サウジアラビアも紅海経由の輸出を増やすとともに、アラブ首長国連邦もフジャ

イラ港へのパイプラインの活用を進めている。一方、イランの輸出量は依然として米

国の政策により低迷している。 

原文 

（5th October 2026, DW） 

 

９ 10 月 5 日、トンガ警察は、結婚名目でトンガ人女性を中国へ人身売買した疑いに

関連し、9 月 22 日に 51 歳の中国人女性を逮捕したと発表した。本件を巡っては、8 月

https://www.rnz.co.nz/news/pacific/1662353/six-persons-of-interest-identified-in-court-cocaine-case-fiji-police-says
https://www.lloydslist.com/LL1158574/Malaysia-rejects-responsibility-for-shadow-fleet-STS-transfers-beyond-port-limits
https://www.rnz.co.nz/news/pacific/1666137/american-samoa-environmental-group-sues-us-govt-over-deep-sea-mining-plans
https://www.dw.com/en/middle-east-oil-exports-recover-to-pre-iran-war-levels-despite-hormuz-attacks/a-79542680


18 日にトンガの米国大使館での会見で人身売買取引の兆候が指摘された中、中国側は

国際結婚に伴う紛争であるとし人身売買を否定するなど、外交上の火種となっていた。 

原文 

（6th October 2026, Kingdom Tonga News） 

 

１０ 10月 5日から 8日にかけてフィジーで開催された第 31回国連気候変動枠組条約

締約国会議（COP31）のプレイベントの中で、ソロモン諸島のワレ首相は、気候変動が

太平洋島嶼国にとって存亡の危機であると警告し、主要排出国に対しより強力な政治

的行動と説明責任を求めた。また、アジア開発銀行の神田総裁は、現在の資金援助が

年間ニーズのわずか 26％しか満たせておらず、要件も複雑だと指摘するとともに、今

後の資金援助計画に言及した。太平洋レジリエンス・ファシリティは運用を開始した

ものの、目標額 5 億米ドルに対し 3 億 2000 万米ドルが不足しており、トンガのファカ

ファヌア首相は主要排出国に対し、金額と支払いスケジュールを明確に定めた公的拠

出を行うよう求めた。 

原文 

（6th October 2026, Islands Business） 

原文 

（8th October 2026, Islands Business） 

原文 

（8th October 2026, PACNEWS） 

 

１１ 10 月 5 日から 7 日、インドネシア運輸省はジャカルタで海上航行安全セミナー

を開催し、国際航路標識協会（IALA）の専門家を招いて世界的な専門知識を共有し、

国内外の基準に基づいて航行の信頼性の向上を図った。同省海運総局のヘルナディ航

行課長は、これまでの IALA による航路標識、船舶交通システム、航路に関する勧告、

IALAアカデミーを通じた人材育成などの支援に謝意を示した。 

原文 

（7th October 2026, ANTARA） 

 

１２ マレーシアはシンガポール海峡の東側入口付近に新たに海洋環境保全区域（MSA）

を指定し、同区域内での燃料補給を禁止した。MSA は同国の排他的経済水域規則 2026

に基づき 9 月 11 日に発効し、海洋資源保護と汚染削減を目的とする。貨物の積替えに

ついても政府の書面による許可が必要となり、停泊は限られた状況を除き原則として

禁止される。また、MSA 内は 12 ノットの速度制限が適用され、全長 300 メートル、幅

40メートルを超える貨物船及び石油タンカーは当該区域への進入が許可されない。 

原文 

（7th October 2026, ENGINE） 

 

https://kingdomtonganews.com/article/police-arrest-chinese-woman-in-investigation-into-alleged-trafficking-of-tongan-women-to-china-muwu9azw
https://islandsbusiness.com/news-break/pacific-leaders-want-major-emitters-held-accountable-for-climate-change/
https://islandsbusiness.com/news-break/adb-boss-calls-for-quick-climate-protection/
https://pina.com.fj/2026/10/08/pacific-climate-fund-still-us320m-short-of-target-ahead-of-cop31/
https://en.antaranews.com/news/434442/indonesia-ialadeepen-cooperation-on-maritime-navigation-safety?utm_source=antaranews&utm_medium=desktop&utm_campaign=editor_picks
https://www.engine.online/news/malaysia-bans-bunkering-in-new-marine-sensitive-area-8255


１３ 米国務省は、中国を拠点とする関係者の利益のために“重大な汚職”を行った

として、フィジー在住の著名な中国人実業家である趙を制裁対象に指定した。これに

より趙と近親者は米国入国資格を失う。趙側は弁護士を通じ、全疑惑を否定している。

米国の NGO である組織犯罪・汚職報告プロジェクト（OCCRP）によると、世界の諜報機

関は、同氏が麻薬密輸、資金洗浄、人身売買に関与する犯罪シンジケートの上級幹部

であると考えている。 

原文 

（8th October 2026, RNZ） 

 

１４ マーシャル諸島では海上交通手段の不足により、多くの離島への不可欠な行政

サービスが妨げられ続けており、電気の供給やコプラ（乾燥ココヤシ果肉）の回収に

支障が出ている。運航船は通常の 4 隻中 1 隻しか稼働しておらず、整備や追加調達な

どの対策が進められている。 

原文 

（9th October 2026, The Marshall Islands Journal） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.rnz.co.nz/news/pacific/1791678/us-designates-prominent-fiji-businessman-for-advancing-china-based-interests


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


